
道路や鉄道に大きな被害があった箇所

ＪＡＬ・ＡＮＡによる
羽田～新潟 臨時便の運航

北陸道
緊急車両以外通行止区間上越新幹線は約２ヶ月間運休

関越道・国道17号は復旧後も一部区間制限あり

救急救命活動や自衛隊・米軍等
による救援物資の輸送

新潟空港

羽田空港

兵庫県南部地震(H7.1)を契機として、「空港・航空保安施設の
耐震性について」を取りまとめ、管制塔等空港施設の耐震性の向
上や非常用設備の配備等を進めてきた。

空港の耐震対策①

耐震性の向上と現状

これまでの取組

大規模地震が発生した場合
・全国約４割の空港で地盤の液状化が発生する可能性がある。
・庁舎、管制塔、旅客ターミナルビルについては、約２割の施設

において耐震性の確認が必要である。

耐震性の現状

「地震に強い空港のあり方検討委員会」設置H17. 8

地震災害時における空港

新潟県中越地震(H16.10) 新潟空港が大きな役割を果たす

関越道
緊急車両以外通行止区間

地震災害時の空港の重要性が再認識される

約２１万人
利用

羽田空港の液状化対策
Ｂ滑走路（横風用滑走路）・Ａ平行誘導路（Ａ滑走路の西側）・東側エ
プロンの新設工事において、液状化対策の地盤改良工事を実施済。また、
Ａ滑走路と東側エプロンを結ぶ誘導路についても対策工事を実施中。

Ｃ滑走路

Ｂ滑走路

Ａ平行誘導路

Ａ滑走路 誘導路（対策中）

東側エプロン

対策済施設



空港の耐震対策②

空港施設の耐震性向上の今後の進め方

地震災害時に求められる空港の役割と今後の進め方

概算費用

航空輸送上重要な空港に要する費用は、土質調査の実施等による精
査、液状化対策の効率化等によるコスト縮減が必要であるが、約２
０００億円程度と見積もられる。 →コスト縮減の必要性

空港の耐震性の現況

大規模地震に対しても耐震性が確保される空港の割合 約１５％
緊急輸送に活用できる空港の１００km圏域の人口の割合 約４０％

地盤改良による液状化対策

・地域的な空港の分布
・地震発生確率
・整備に要する費用

等を考慮し、緊急輸送活動が行える空港
を早急に整備

①緊急物資及び人員等の輸送拠点

緊急輸送の拠点となる空港

航空輸送上重要な空港

今後、概ね１０年間を目途に、東京国際、成田国際、中部国際、大阪国
際、関西国際、新千歳、福岡、那覇、仙台、新潟、広島、高松、鹿児島
の各空港で耐震性向上を推進

②航空ネットワークの維持 ③背後圏経済活動の継続性確保

・発災後早期に緊急・救命
活動拠点として機能
・発災後３日以内に、緊急
物資及び人員の輸送拠点
として機能

・発災後３日以内に民航機の運航を再開
（極力早期に通常時の５０％の施設能力を回復）

実物大の空港施設を用いた液状化実験(07/10/27)

・液状化が空港施設に及ぼす影響の把握
・液状化対策のコスト縮減方法の検討
・地震後の空港運用再開の目安検討

目的

・液状化による地盤沈下・対策の有効性確認
・コスト縮減の可能性

結果

今後、施策への反映について検討


